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☆中国と日本の知的財産訴訟の違いと日本企業の対応戦略（上）⑴

はじめに
グローバル化が進展する中、知的財産権の保護

と活用は企業の国際競争力を左右する重要な要素と
なっている。特に中国市場の重要性が高まる中、日
本企業にとって中国における知的財産戦略の構築は
喫緊の課題である。まず、中国と日本の知的財産訴
訟の違いを訴訟件数の比較、裁判所の構造の比較、
そして訴訟手続きの比較といった客観的な状況から

多角的に分析する。次に、中国特有の行政機関によ
る知的財産権侵害保護制度（行政保護ルート）の活
用件数、制度の内容についても分析する。それら司
法、行政の客観的状況の分析から日中の訴訟文化の
違いについて考察し、最後に日本企業が中国で事業
を展開する上での知的財産権の活用戦略について考
察する。
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